
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○○

○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○○

可
決

可
決

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○○ 可
決

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○○ 可
決

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○○ 可
決

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○○ 可
決

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○○ 可
決

○ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ ○ ○○ 可
決

可
決

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○○ 可
決

○ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ ○ ○○ 可
決

○ ○ ○ ○ × ○ × × ○ ○ ○ ○○ 可
決

○ ○ ○ ○ × ○ × × ○ ○ ○ ○○ 可
決

○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○○ 可
決

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○○ 可
決

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○○ 可
決

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○○ 承
認

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○○ 異
議
の

な
い
旨

答
申

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○○ 可
決

○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ ○○ 可
決

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○○ 可
決

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○○ 同
意

○ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ ○ ○○ 可
決

議
決
結
果

 自 公 立 維  共 民 太 井 無 風 え ト ラ
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市
長
提
出
議
案

会
派
別
議
員一覧（
令
和
7
年
3
月
25
日
現
在
）

予
算
議
案

条
例
の
改
正

そ
の
他
の
議
案

補
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予
算
関
係
議
案（
条
例
の

改
正
含
む
）

●令和7年度特別会計予算（中央卸売市場費、中央と畜場費、母子父子寡婦福祉資金、勤労者福祉共済事業費、公害被害者救
済事業費、自動車駐車場事業費、新墓園事業費、市債金、下水道事業、水道事業、工業用水道事業、自動車事業、高速鉄道事業、
病院事業）
●令和7年度特別会計予算（風力発電事業費）
●令和7年度特別会計予算（公共事業用地費、埋立事業）
●令和7年度特別会計予算（国民健康保険事業費、介護保険事業費、後期高齢者医療事業費、港湾整備事業費、市街地開発事業費）
●令和7年度一般会計予算（※）●令和7年度特別会計予算（みどり保全創造事業費）
●一般職職員の給与に関する条例の一部改正●一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例及び企業職員の給
与の種類及び基準を定める条例の一部改正●一般職職員の勤務時間に関する条例及び一般職職員の休暇に関する条例の一
部改正●手数料条例の一部改正●福祉特別乗車券条例の一部改正●包括外部監査契約の締結●病院事業の設置等に関する
条例の一部改正
●職員定数条例等の一部改正
●敬老特別乗車証条例の一部改正
●乳児等通園支援事業の設備、運営等の基準に関する条例の制定●一時保護施設の設備及び運営の基準に関する条例の制定
●職員に対する期末手当及び勤勉手当に関する条例等の一部改正●特定非営利活動促進法施行条例の一部改正●地方税法
第314条の7第1項第4号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人を指定するための基準、手続等に関する条例の一
部改正●子ども・子育て会議条例の一部改正●児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例等の一部改正●墓地及び
納骨堂に関する条例の一部改正●福祉のまちづくり条例の一部改正●生活保護法に基づく保護施設の設備及び運営の基準
に関する条例等の一部改正●心身障害者扶養共済制度条例の一部改正●改良住宅条例の一部改正
●幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営の基準に関する条例の一部改正
●家庭的保育事業等の設備、運営等の基準に関する条例及び特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関
する条例の一部改正●企業立地等促進特定地域等における支援措置に関する条例の一部改正●地域包括支援センターにおけ
る包括的支援事業の実施に係る人員等の基準に関する条例の一部改正●総合保健医療センター条例の一部改正●市立学校条
例の一部改正
●東永谷第751号線等市道路線の認定及び廃止●中区本牧ふ頭所在市有土地の処分●スポーツ施設の指定管理者の指定●
公園の指定管理者の指定●中央卸売市場食肉市場小動物解体ライン改修工事（食肉機械設備工事）請負契約の締結●消防救
急デジタル無線設備（共通波）更新工事請負契約の締結●万騎が原小学校建替工事（第1工区建築工事）請負契約の変更
●こども、みんなが主役！よこはまわくわくプランの策定●旧上瀬谷通信施設公園（仮称）パークセンター１新築工事請負契約の締
結●上郷・森の家改修運営事業契約の変更●横浜文化体育館再整備事業契約の変更●本牧市民プール再整備事業契約の変更
●令和6年度特別会計補正予算（国民健康保険事業費（第1号）、介護保険事業費（第1号）、後期高齢者医療事業費（第1号）、中
央卸売市場費（第1号）、中央と畜場費（第2号）、勤労者福祉共済事業費（第1号）、公害被害者救済事業費（第1号）、公共事業用
地費（第1号）、市債金（第1号）、下水道事業（第1号）、埋立事業（第1号）、水道事業（第1号）、自動車事業（第1号）、高速鉄道事業
（第1号）、病院事業（第1号））
●令和6年度一般会計補正予算（第6号）についての専決処分報告
●令和6年度一般会計補正予算（第7号）●令和6年度特別会計補正予算（みどり保全創造事業費（第1号））
●令和6年度特別会計補正予算（港湾整備事業費（第1号）、市街地開発事業費（第1号））
●人権擁護委員候補者の推薦
●教育委員会委員の任命
●開港記念日条例の制定
●横浜市会個人情報の保護に関する条例の一部改正
●生活者の家計負担軽減に必要な物価高騰対策に係る財源措置を求める意見書の提出（政策経営・総務・財政委員会）●自治
体間で等しい行政サービスの提供を可能とするための税源の偏在是正を求める意見書の提出（政策経営・総務・財政委員会）
●核兵器や戦争のない世界の構築に向けて、主導的役割を果たすことを求める意見書の提出（国際・経済・港湾委員会）

条
例
の

制
定

条
例
の

制
定

意
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書
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提
出

条
例
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改
正

人
事

議
案

※附帯意見を付けて可決

●  伊波俊之助
● 鴨志田啓介
● 佐藤　祐文
● 白井　亮次
● 高橋のりみ
● 増永　純女
● 横山勇太朗

● 青木　亮祐
● 大桑　正貴
● 小松　範昭
● 清水　富雄
● 関　　勝則
● 伏見　幸枝
● 山田　一誠

● 東　みちよ
● 梶村　　充
● 佐藤　　茂
● 渋谷　　健
● 田野井一雄
● 藤代　哲夫
● 横山　正人

● 磯部　圭太
● 川口　　広
● 斉藤　達也
● 鈴木　太郎
● 長谷川　磨
● 松本　　研
● 渡邊　忠則

● おさかべさやか
● 黒川　　勝
● 酒井　　誠
● 瀬之間康浩
● 福地　　茂
● 山下　正人

自由民主党横浜市会議員団（自）34人

日本共産党横浜市会議員団（共）5人
●  宇佐美さやか ● 白井　正子 ● 古谷　靖彦 ● みわ智恵美● 大和田あきお

民主フォーラム横浜市会議員団（民）5人
●  こがゆ康弘 ● 深作　祐衣 ● 二 井くみよ● 坂本　勝司

● 長谷川えつこ長谷川えつこ（え）

大野トモイで自由と民主主義を守り立憲主義を実践する会（ト） ●  大野トモイ

日本維新の会横浜市会議員団・無所属の会(維)8人
●  いそべ尚哉
● 坂井　　太

● 柏原すぐる  ● くしだ久子  ● 伊藤くみこ
● 田中　紳一

公明党横浜市会議員団（公）15人
●  安西　英俊
● 久保　和弘
● 竹野内　猛

● 尾崎　　太  

● 髙橋　正治
● 仁田　昌寿

● 木内　秀一
● 竹内　康洋
● 福島　直子

● 行田　朝仁
● 武田　勝久
● 望月　康弘

● 市来栄美子
● 斉藤　伸一
● 中島　光徳

立憲民主党横浜市会議員団（立）12人
●  越久田記子
● 中山　大輔
● 谷田部孝一

● かざまあさみ
● 藤崎浩太郎

● 田中　ゆき
● 麓　　理恵

● 髙田　修平
● 森ひろたか

● 大岩真善和
● 花上喜代志
● 山浦　英太

● 大山しょうじ
● 山田桂一郎

自由民主党太田正孝(太）●  太田　正孝 井上さくら(井） ●  井 上さくら
● 輿 石かつ子無所属(無） ●  荻原　隆宏横浜の風（風）

●  関　　嵩史横浜ラーメン構想（ラ）

●  熊 本ちひろ

議
員（
委
員
会
）

提
出
議
案

生活者の家計負担軽減に必要な物価高騰対策に係る財源措置を求める
意見書（要旨）

　国におかれては、物価高の克服に向け、生活者の家計の負担軽減を目的とした
次の措置を実施されるよう強く要望する。
１　不確実性が高い現在の状況において、財源を確保し、さらなる物価高騰対策
　  を実施すること。
２　時期を失することなく、効果的な対策が講じられるよう、臨時交付金の地方自
　  治体への交付など、生活者支援に必要な物価高騰対策に係る財源措置を
　  講じること。

　首都圏４都県の人口は3,700万人を超え、圏域一体となった経済社会活動により、日本全体の活
力を支えている。このような状況の中、首都圏内の自治体間において、個人向けの行政サービスの格
差が拡大している。
　国におかれては、地方の実情に沿ったきめ細かな行政サービスを行う上で最も重要な基盤である地
方税について、行政サービスの自治体間格差が過度に生じないようにするため、現下の東京都への
税収の一極集中の是正に早期に取り組むことを強く要望する。

された意見書

　市に深い関わりのある事柄について、国会及び国や
県などに対して意見書を提出することで、市会としての
意思を表明しています。

自治体間で等しい行政サービスの提供を可能とするための税源の偏在是正を求める意見
書（要旨）

核兵器や戦争のない世界の構築に向けて、主導的役割を果たすことを求める意見書（要旨）

　国におかれては、核兵器をめぐる情勢が混迷の様相を呈する今こそ、唯一の戦争被爆国として、核
兵器のない世界、そして戦争のない世界への構築に向けて主導的役割を果たすよう強く要請する。

令和7年第2回市会定例会の日程
　5月15日（木）から6月5日（木）まで開催される予定です。日程は変更され
る場合があります。最新の日程は市会ホームページを御確認ください。 横浜市会　日程 検索

令和7年第1回市会定例会号

045（671）3040　　045（681）7388
gi-kouhou@city.yokohama.lg.jp

議会局秘書広報課

議案に対する各会派の賛否一覧
令和7年 第1回市会定例会

議員別の賛否一覧及び議案の内容については、
市会ホームページを御覧ください。

○は賛成、×は反対


